
別添様式 

番号  29-9学校名 愛媛県立宇和島水産高等学校 

 

令和元年度スーパー・プロフェッショナル・ハイスクール研究実施報告（第 3年次）（概要） 

 

 １ 研究開発課題名  

地域水産資源を活用した、地方創生人材を育成するプログラムの開発研究 

～新製品の開発と６次産業化、グローバル化への対応～ 

 ２ 研究の概要  

本研究では、コミュニケーション力、創造力・開発力・実践力の向上を図るとともに、食品製造現場におい

てグローバル基準に対応した専門知識を身に付けた生徒を育成することで、将来にわたって地域産業の活性

化に寄与できる人材育成プログラムの開発を目指す。また、事業で行う取組によって育成された能力を測定

するための効果測定方法の研究も行う。あわせて全国の漁村地域発展の先進的モデルとなるよう、水産・海

洋高等学校が地方創生に寄与する人材育成の汎用的事例の構築を目指す。 

 ３ 令和元年度実施規模  

水産食品科及び水産増殖科の生徒で実施した 

 ４ 研究内容  

○研究計画（指定期間満了まで。５年指定校は５年次まで記載。） 

 

 

 

 

 

 

 第１年次 

 

【コミュニケーション力の育成】 

産学官連携による全国各地での愛媛県産魚プロモーション活動 

国際交流活動 

ＳＳＨ、ＳＧＨ、ＳＰＨ指定３校による連携活動 

【創造力・開発力・実践力育成に関する研究】 

産学官連携による地域水産物を活用した製品開発研究 

ＳＰＨ先進校との連携学習 

えひめスーパーハイスクールコンソーシアム、日本水産学会への参加 

【アントレプレナーシップの育成に関する研究】 

講師招聘事業 

国内外での販売実習活動 

【専門的な知識・技術の育成に関する研究】 

製品開発を通した知的財産教育 

食品製造実習室の対米輸出対応施設化研究 

「食の６次産業化プロデューサー」認定施設研究 

【コンピテンシーの定着を客観的に測定する評価手法に関する研究】 

 

 

 

 

 

 

 第２年次 

 

【コミュニケーション力の育成】 

国際交流活動 

・カピオラニコミュニティーカレッジ（ＫＣＣ）と現地での交流学習及び、インターネット等を使った交流学習 

ＳＳＨ、ＳＧＨ、ＳＰＨ指定３校による連携活動 

・３校による連携活動から宇和島市内の高校に輪を広げて活動 

【創造力・開発力・実践力育成に関する研究】 

えひめスーパーハイスクールコンソーシアム、日本水産学会等への参加 

・JAPANインターナショナルシーフードショーへの参加 

【専門的な知識・技術の育成に関する研究】 

食品製造実習室の対米輸出対応施設化研究 

・対米輸出対応施設での実習を通した専門的知識・技術の習得に関する研究 

・海外輸出する場合に求められる商品特性に関するニーズの研究 

・対米輸出対応施設化研究において得たノウハウを生徒・地域・他校へ普及するためのマニュアル作り 

【コンピテンシーの定着を客観的に測定する評価手法に関する研究】 

・コンピテンシーのルーブリック評価に関する校内研修の実施 



・ルーブリック評価表の改定 

※ １年次の取組と異なる内容のみを記入  

 第３年次 

 

【コミュニケーション力の育成】 

国際交流活動 

・ＫＣＣと地元のニーズに合う製品開発研究 

【創造力・開発力・実践力育成に関する研究】 

産学官連携による地域水産物を活用した製品開発研究 

・海外での販売を視野に入れた地元水産関係者との製品開発研究 

・地域や他の水産高校へ海外輸出に関するノウハウの提供 

【アントレプレナーシップの育成に関する研究】 

国内外での販売実習活動 

・海外の交流先と新商品の販売活動 

【専門的な知識・技術の育成に関する研究】 

食品製造実習室の対米輸出対応施設化研究 

・生徒向け対米輸出のためのテキスト作成 

・県内農業高校とのＨＡＣＣＰ研修会 

※ １、２年次の取組と異なる内容のみを記入 

○教育課程上の特例（該当ある場合のみ） 

 なし 

○令和元年度の教育課程の内容（令和元年度教育課程表を含めること） 

別紙 

○具体的な研究事項・活動内容 

(１)産学官連携による全国各地での愛媛県産魚プロモーション活動（２年生「総合実習」、３年生 

「水産流通」、課外活動） 

本校では、平成24年より愛媛県産魚プロモーション活動として、愛媛県の行政がスーパーや百貨店等

で愛媛県フェアを開催、水産会社がクロマグロを生産・販売し、本校生徒が解体ショーを行う産学官連

携活動を行ってきた。この取組に関わっている生徒は水産食品研究部に所属する女子生徒（フィッシュ

ガール）で、年間40本程度のマグロを解体している。本事業では、そのノウハウを生かして、２年生科

目「総合実習」や３年生科目「水産流通」において模擬解体ショーを行った。水産物の消費拡大に貢献

したいと考えていた男子生徒たちも、科目「課題研究」において小売店で解体ショーを実践した。解体

ショーや模擬解体ショーを行うためには、専門的な知識や技術を身に付け、消費者の購買意欲を引き出

す工夫が必要である。さらに、県外では愛媛県や宇和島のよさを紹介し、海外では英語で説明を行い、

英語圏以外の国では通訳とのコミュニケーションを取ることも必要となる。 

この取組において身に付けさせたい能力・資質とその変容を以下に記した。（海外での解体ショーは評

価から除外している） 

 
傾聴力 プレゼンテーション力 議論力 協創力 

実施前 1.5 0.8 0.8 1.0 

実施後 2.2 1.8 1.5 1.7 

このように、活動前は自ら伝えたいことを相手に伝えることができなかった生徒が、いろいろな方法

を使って物事を伝えるコミュニケーション力が身に付き、多くの社会人と接する中で自分の意見と違っ

た人の考え方も尊重できるようになった。この取組において最も身に付いた力は傾聴力で、いろいろな

ことを行うためには、まず、人の話をしっかり聞くことが必要であると生徒が認識できたことによると

考えられる。 

(２)ＳＳＨ、ＳＧＨ、ＳＰＨ指定３校による連携活動（課外活動） 

本校の所在する愛媛県宇和島市内には、ＳＳＨ推進校（宇和島東高等学校）、ＳＧＨ推進校（宇和島南

中等教育学校）、ＳＰＨ推進校（本校）の指定校がある。この３事業が揃っている市町村は、政令指定都



内容

第１回 災害に関する講義及び中高生のグループ別交流

第２回 製品開発の関するワークショップ

第３回 製品製造

第４回 ネーミング・デザインに関するワークショップ

第５回 パッケージ作成

第６回 宇和島市への納品

市を除いて宇和島市が初めてである。そこで、これらの学校間で研究方法や研究成果を共有し、各校で

の研究の深化と迅速化を図る取組を行った。行った取組は、各学校の成果発表会でのポスター発表と、

本校主催のアントレプレナー講義への参加である。講義は、宇和島圏域の他の高校にも参加していただ

き本校を含め７校で行った。２年目からは、この取組を行政が支援することとなり、宇和島市企画調整

課が平成 30 年に「高校生まちづくり課」を発足させ、「若者が地域に残れる、帰れるまちづくり」をテ

ーマに本年度２期生が活動している。 

 
傾聴力 プレゼンテーション力 議論力 協創力 

実施前 1.6 0.8 1.2 1.6 

実施後 1.8 1.8 1.6 2.0 

(３)地域水産物を活用した製品開発研究（２年生「食品製造」、３年生「課外活動」「総合実習」） 

 地元の企業や団体と多くの製品開発を行い、その中       表１ 災害備蓄食品の開発 

でも特徴的な取組として、ＳＰＨの地域への普及も考

慮し、地元の中学生と連携した製品開発を行った。平

成 30 年 7 月の西日本豪雨災害を受け、地元の防災意

識が高まっている中、中高生が連携をして災害備蓄缶

詰の開発を行った。開発したカリキュラムは表のとお

りである。高校生が講師となり中学生に製品開発やネ

ーミング・デザインのアイデア創出方法を教えることにより、高校生は自分の持っている知識や技術を

中学生に伝えるためには、どのようにすればよいかということを今までの取組以上に考えるようになっ

た。また、中学生、高校生ともに、中高生の間にある壁を取り除こうと努力し、連携先である宇和島市

立城南中学校の先生方のサポートも得たことで非常によい活動になった。 

 
課題発見力 計画実行力 発想する力 主体性 

実施前 1.4 1.5 1.7 1.6 

実施後 1.9 1.9 2.0 2.2 

災害備蓄缶詰作りでは、どの力も向上した。その中で最も評価が高かった力が主体性であり、特に最

高評価「３」をつけた生徒が全体の 35％を占めた。これは、「教える」立場になって製品開発を行ったこ

とによると考えられる。 

(４)実習製品の対米輸出化研究（２年生「総合実習」、３年生「食品管理」「課題研究」） 

食品関係の事業では、「食の安全・安心」が非常に重要になってくる。本校では、多くの実習製品の製

造・販売を行っている。そのため、製品の安全・安心確保のために、平成26年2月に愛媛県食品自主衛

生管理制度（通称愛媛県版ＨＡＣＣＰ）の認証を取得し、生徒に食品管理について指導を行ってきた。 

ＳＰＨ事業においては、取組を更に発展させ、国際基準で安全性の確保をすることにより、高度な専

門性を身に付けられると考え、実習製品の対米輸出化研究を行った。主な取組として、大日本水産会Ｈ

ＡＣＣＰ認証及び、他の水産高校でも利用できるテキスト「水産高校の缶詰にＨＡＣＣＰを導入し、対

米輸出する手順」の製作、生徒が得た知識や技術を生かし、地元のねり製品製造会社及び地元の農業高

校のＨＡＣＣＰ導入支援を行った。 

 
記述力 論理的思考力 探究する力 学びに向かう力 

実施前 1.0 0.8 1.0 1.3 

実施後 0.5 1.0 1.5 1.8 

１年間、企業や農業高校のＨＡＣＣＰプランを作成した生徒の自己評価は、記述力が低下している。

これは、専門的な文書作成をしたことにより、日頃の記述力がないと認識した結果であると言える。し

かし、教員の評価では、多くの文書を作成していく課程で、記述力も向上していると感じており、この

ギャップを埋めていくことも重要であると考える。 



(５)アントレプレナーシップの育成に関する研究（２年生「総合実習」、１年生「水産海洋基礎」） 

アントレプレナーシップの育成の関する研究として、外部講師を招聘した講演やワークショップを行

ってきた。その中で、特に、地域活性化事業に興味を持った生徒が、中小企業庁が行っている「ふるさ

とデザインアカデミー」に応募し、地域の抱える課題にアプローチして、ビジネスとして成功に導く「デ

ザインプロデュースができる人材」を育成するための実践型研修へ参加した。参加者は行政の担当者や

地域事業の支援を行っている団体や企業ばかりで、学生の参加は本校生徒だけであった。生徒は、代表

事例発表者４組の中に選ばれ、自らの取組を発表し、他の参加者への刺激にもなった。また、この事業

に参加することにより、今までは自分たちで解決できる課題に対するアプローチばかりであったが、自

分たちだけで活動するのではなく、地域がチームとなってそれぞれの特長を生かし、多くの関係者と一

つの目標に向かう大切さを学ぶことができた。また、地域の課題や先進事例を学ぶ中で、「若者」の活躍

を多くの地域が望んでいることも知り、生徒のモチベーション向上にもつながった。また、生徒は「シ

ビックプライド」が向上するとともに、「探求する意欲」も身に付いた。 

 
探究する力 主体性 率先力 情報収集力 

実施前 1.5 2.0 2.0 1.0 

実施後 2.5 2.5 2.5 1.0 
 

５ 研究の成果と課題  

(１)生徒の自己評価 

 コンピテンシーに関するルーブリック評価は、取組ごとに

各年度の始めと終わりに行った。右のグラフは、３年間ＳＰ

Ｈ事業を行った生徒の経過推移である。活動前から主体性や

感動する力は高かったが、その他の項目では「力が身に付い

ていない」と答える生徒が多かった。これが、活動を通して

多くの能力・資質が向上し、特に、傾聴力は、１年次に「1.2」

だった力が「2.0」になった。ＳＰＨの多くの取組を行う中

で話を聞く大切さを知って傾聴力が付いたと考えられるが、

傾聴力は事業終了後も主体的・対話的な活動を行えば身に付いていくと予測できる。また、議論力も他

の項目と比較して大きく伸びている。ＳＰＨの活動は、グループワーク形式で行う授業が多く、議論す

る場が増加したことにより、議論力が他の力よりも向上したと考えられる。その他の項目においては、

論理的思考力の向上は生徒の自己評価からは見られなかった。今後、この力が向上するような取組を考

えていく必要がある。 

(２)生徒の進路 

 

 

 

 

 

 

 

 

 生徒の進路状況よりＳＰＨの成果と課題について考察を行う。2017年度から2019年度の生徒の進路に

ついて比較を行ったところ、2017年度は県内で就職した生徒は全体の 59％、2018年度は 36％、2019年

度は61％となっている。このうち、宇和島管内での就職を見ると、2017、2018年度はそれぞれ 26％、27

％であるのに対し、2019年度卒業予定者は39％と大幅に増加している。これは、ＳＰＨの活動を通して、 

地域で活躍したいと考えるようになったという見方ができる。また、専門性を生かした就職先について



見てみると、2017年度60.8％、2018年度33％に対し 2019年度75％と増加している。卒業生の母数にも

違いはあるが、本事業を３年間行った生徒は今までの生徒よりも専門性を生かした職業により多く就く

ようになった。また、卒業見込みの生徒のうち、２名が食品関連の専門学校に進学するとともに、大学

に進学する生徒は、「ＳＰＨの活動を行って地域がもっと好きになった。だから、私は宇和島の水産業と

観光をつなげられるような研究を大学で行いたい。」と国際観光学部への進学する予定である。 

(３)資格取得 

 本校生徒の多くは、資格取得に対して非常に消極的で、自ら資格にチャレンジする生徒が少ない。グ

ローバル化へ対応できる生徒を育成するためには、語学力が必要であると考えているが、本事業開始以

前は、実用英語検定３級の取得者がいなかった。そこで、国際活動を希望する生徒は、放課後に英語科

教員が行う実用英語検定の補講への参加を義務づけた。その成果として、実用英検準２級に２名、３級

に３名の生徒が合格した。この結果を足がかりに、今後さらに多くの生徒が資格や検定にチャレンジす

ることを期待している。 

(４)教員の研鑽 

 本事業では、より高い専門性を身に付けさせるために「実習製品の対米輸出研究」を行った。実習製

品を対米輸出するには、米国の基準で製品を製造する必要があるため、日本缶詰瓶詰レトルト食品協会

が行っている「殺菌管理主任技術者」及び「巻締主任技術者」の資格を取得する必要があった。この資

格は、基本的に、日頃仕事で缶詰等を製造している企業の人が取得する資格で、高校の教員が取得する

のは初めてであった。資格取得には試験があるが、合格率はどちらの試験も 50％に満たないと言われて

いる。この試験を受検した本校職員は全員一度で合格した。 

ＳＰＨ事業を行うことにより、授業形態は教授型と実践型授業を両立させる形で行い、考査問題も知

識を問う問題だけでなく、実技や考え方を問う問題も取り入れるようになった。また、自らも研鑽する

必要があると考え、教育論文に投稿する教員も出てきた。このように、ＳＰＨを行うことにより、生徒

やその取組だけを変えようというのではなく、教員自らが変わっていこうという姿勢が見られるように

なった。 

(５)地域との連携の深化 

 産学官連携による全国各地での愛媛県産魚プロモーション活動や地域水産物を活用した製品開発研究

では、様々な地域の企業や団体等と連携した活動を行った。その中でも、本校が行っているフィッシュ

ガールによるマグロ解体ショーをサポートしてくださる企業が、独自で解体ショーを行うようになった。

解体ショーを行うのはフィッシュガールの卒業生で、本校の取組から新事業が創出されている。企業か

らは、フィッシュガールで活躍した生徒の受け皿企業となり、もっと利益の上がる事業になれば、高校

卒業後に大卒の初任給程度の給料が支払えるような良い流れを作りたいという話もいただいている。こ

れらのことにより、本事業で行っている活動が地方創生に寄与する人材育成の場となっていると言える。 

(６)大学との連携の深化 

中央大学と「『コンピテンシーをベースにした学修プ

ログラム』に係る研究交流」を行っているが、本校を

指導してくださっている理工学部 牧野光則教授のゼ

ミではＶＲの研究も行っている。一方、本校では産学

官連携による全国各地での愛媛県産魚プロモーション

活動においてマグロ解体ショーを行うためにマグロを

解体する技術を身に付ける必要がある。しかし、クロ

マグロは高価で練習する機会は非常に少ない。そこで、

中央大学にマグロ解体練習用ＶＲの学習教材製作を依

頼した。このように、ＳＰＨ事業でつながった関係か

ら、大学との連携が更に深化している。 
自己評価用紙 



(７)評価について 

  ア 生徒による自己評価 

自己評価は、取組ごとにルーブリック評価及び記述に

よる評価を行った。記述量が多くなると生徒の負担も大

きいと考え、Ａ４用紙に４行までの記入とした。記入用

紙や新聞掲載記事などをポートフォリオにまとめ、生徒

自身の振り返りに使用している。また、生徒による記述

内容を取組ごとにテキストマイニングし、どのような特

徴があるかを調べている。テキストマイニングは、無料

テキストマイニングツール「ユーザーローカル」を使用

し、出てきたワードから、どのような傾向が分かるかを

考察している。防災備蓄食品の製品開発では、「自分たち」「準備」「できる」というワードが連鎖して

おり、このことから計画実行力が身に付いているという評価を行った。https://textmining.userlocal.jp/ 

  イ アンケート調査 

アンケート調査は、主に生徒が発表活動を行う時に、他の生徒や教員、外部の観覧してくださる方

に協力をいただき実施した。発表活動により身に付けさせたい力は、課題発見力、計画実行力、発想

する力、推論する力であるため、「発表者自身が目的を持って研究に取り組んでいるか。」「研究してい

く中で出てきている問題点に気づけているか。」の評価を課題発見力、「研究は最後まで成し遂げられ

ているか。」の評価を計画実行力、「面白いアイデアを生み出せているか。」の評価を発想する力、「自

分たちの研究に足りないものを認識し、今後どうすべきか考えられているか。」の評価を推論する力に

紐付けて評価している。 

その他いろいろな測定方法で評価を行ったが、測定方法が確立できたとは言えない。今後も効果の

測定方法を研究していく必要があると強く感じている。 

(８)研究成果の普及 

研究成果の普及は、様々な方法で行っている。 

本校で行っている「アントレプレナー」の講義を広く宇和島圏域の高校生に開放し、宇和島圏域の高

校生が学べる機会を作ったことがきっかけとなり、宇和島市に「高校生まちづくり課」が発足した。 

地域水産物を活用した製品開発研究では、中学生とともに災害備蓄食品を開発することで中学生にも

広く波及できている。 

テキスト「水産高校の缶詰にＨＡＣＣＰを導入し、対米輸出する手順」を作成し、生徒が得た専門的

な知識・技術を地域の農業高校やねり製品業者に伝えることができた。本年度 12月には、県内の水産高

校・農業高校の教員・生徒対象のＨＡＣＣＰ講習会を開催し、本校の研究成果を普及できた。 

宇和島市内のＳＳＨ校、ＳＧＨ校との連携では、それぞれの成果発表会に出向き発表を行っているた

め、それぞれの取組を地域に普及できたと考えられる。 

日本イベント協会が主催する「ＪＡＣＥイベントアワードイベントプロフェッショナル賞」や農林水

産省が主催する「ディスカバー農山漁村の宝」に認定され、生徒が総理官邸での認定式に出席し、メデ

ィアに取り上げられることにより、広く成果が発信できている。また、成果発表会には、宇和島市内の

中学校の教員や生徒、愛媛県内の教員や生徒が多数参加しており、成果の普及ができている。 

(９)おわりに 

生徒からはＳＰＨの活動について否定的な意見が多く出るのではないかと予想をしていたが、ほとん

どの生徒が、「最初は嫌だったけれど、今では○○ができるようになったのでやってよかった。」「計画し

て活動をするようになった。」「人前で話すことが恥ずかしかったが発表する機会が多く、今までよりは

話ができるようになった。」「気が合わない人と班になって嫌だったけれど、活動を続けると普通に話が

できるようになった。」などと回答している。ＳＰＨ事業で学んだ生徒たちが、卒業後社会で活躍してく

れることを期待し、今後も生徒と向き合いながら生徒を育成する取組や方法を考えていきたい。  

災害備蓄食品テキストマイニング 

https://textmining.userlocal.jp/

